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○大屋委員長 

 ただいまから、地方創生・行財政改革調査特別委員会を開会いたします。 

 本日の所管事項の調査は、行財政改革について、令和７年度当初予算の主な見直し事業

の状況についてであります。 

 また、地方創生については前回の特別委員会で申し上げたとおり、第２期島根創生計画

の案について了承するかどうかの判断をこの委員会でいただきたいと思います。 

 これから、所管事項の調査に入りますが、その前に当委員会に関係する部局長から挨拶

を受けることといたします。 

 井手政策企画局長。 

○井手政策企画局長 

 おはようございます。 

 大屋委員長、角副委員長をはじめ委員の皆様方におかれましては、島根創生の推進に当

たりまして日頃より格別の御指導、御鞭撻をいただき誠にありがとうございます。 

 第２期島根創生計画につきましては、当委員会におきまして昨年度の２月議会に第２期

計画の考え方を説明させていただき、それ以降１年間にわたり重ねて御議論をいただいた

ところでございます。誠にありがとうございます。またこの間、本会議におきまして多く

の質疑をいただいたところでございます。 

 私どもといたしましては、島根創生の実現に向けまして議会の御了承をいただいた上で、

新年度より第２期島根創生計画をスタートし、計画の目標に向けて各政策において成果を

上げるよう、いただいた御意見等を踏まえながら着実に取組を進めてまいりたいと考えて

ございます。 

 また、５年間のうちには、計画期間のうちには様々な状況の変化も出てこようかと思っ

ております。臨機応変に柔軟に対応を検討し、また議会とも御相談をさせていただきなが

ら取り組んでまいりたいというふうに考えておるところでございます。 

 本日も御審議のほどをよろしくお願い申し上げます。 

○大屋委員長 

 続いて、籏野総務部長。 

○籏野総務部長 

 おはようございます。 

 大屋委員長、角副委員長、そして委員の皆様方におかれましては、島根県の行財政改革

の取組につきまして御指導いただきましてありがとうございます。 

 本日でございますけども、令和７年度当初予算、提出させていただいているところでご

ざいまして、エネルギー価格・物価高騰対策と島根創生の推進の両立を図るというところ、

そして健全な財政運営を図っていきたいと考えておるところでございますが、その中で先

ほど委員長からもお話がありましたとおり、当初予算の主な見直し事業につきまして説明

をさせていただきたいと考えておりますので、引き続き委員の皆様方からの御指導をいた

だきますようによろしくお願いいたします。 

○大屋委員長 

 それでは、所管事項の調査に入ります。 

 先に、行財政改革に関する調査を行います。令和７年度当初予算の主な見直し事業の状



－2－ 

況について説明を願いたいと思います。 

 土江財政課長。 

○土江財政課長 

 それでは、総務部の資料１をお願いいたします。令和７年度当初予算において見直しを

行った主な事業を御説明させていただきます。 

 令和７年度当初予算におきましては、第２期中期財政運営方針に基づきまして、島根創

生を推進するための新規拡充事業の財源を捻出するためにスクラップ・アンド・ビルドの

徹底を図っております。 

 このたびの事業の見直しにおきましては、特定の事業をピックアップして財源を捻出す

るという手法ではなくて、県予算の全体の中で既存事業の成果を検証し、より効果的な手

法に見直しを行うという視点で全庁的に取組を行っております。 

 それでは、主な見直し事業について御説明させていただきます。 

 最初に、表の中の数字でございますが、上から事業費、その下の括弧の中が一般財源と

なっております。また、国の地方創生交付金を充当している事業につきましては、この１

ページの一番下の４番を御覧いただきますと、隅つきの括弧で交付金の充当額を記載して

おりますので御承知ください。 

 それでは、上からですが、まず１のデジタル戦略推進事業につきましては、上の欄の右

の見直し概要を御覧いただきますと、県単独の市町村への支援制度でありますデジタル活

用支援事業を廃止し財源を捻出しております。今後、市町村におかれては、国の補助事業

を活用して取組を進めていただくこととしております。 

 一方で、下の欄の見直しの概要を御覧いただきますと、拡充としてＩＣＴ・デジタル技

術を活用した地域課題の解決に向けた取組を進めるために、産官学民が連携したプラット

フォームを整備することとしております。 

 次に、２の看護職員等確保対策事業につきましては、見直しとしては看護学生等への奨

学金について実績を踏まえて予算規模を見直しし、記載しております課題に対応するため

に、拡充としては病院が独自に採用活動を行うためのリクルーター配置などへの補助制度

の創設や、看護現場の見学ツアーを実施することとしております。 

 次に、３のしまね和牛生産振興事業につきましては、見直しとしては国の補助事業が創

設されたことにより、高齢の繁殖雌牛の更新に対する支援制度を廃止しております。 

 一方で、下の欄の課題を見ていただきますと、雌子牛の市場価格の低迷という課題がご

ざいますので、拡充として、市場での取引価格を向上させるため、雌子牛等の遺伝子能力

評価検査への助成制度を新たに創設しております。 

 ４は、林業事業体への支援政策になります。見直しとしては植林から伐採までの森林経

営の収支モデルが黒字に転換したため、これまで実施してきました搬送経費への支援制度

を廃止し、その下の新規事業につきましては、原木の増産に向けて新たな技術の導入によ

る生産性を高める取組への支援制度を、国の地方創生交付金を活用しながら創設しており

ます。 

 ２ページを御覧ください。続いて、５の加工食品外貨獲得支援事業につきましては、見

直しとしては首都圏のパートナー店等との取引拡大に関する予算の縮減と、成約実績が少

ない展示会への出展支援の廃止を行っております。 
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 一方で、記載の課題に対応するために、新たなパートナー店の開拓に向けて、関東、関

西、広島の各エリアに販路開拓員を配置するとともに、商品開発から改良、提案までを一

貫して学ぶための連続講座を新たに実施することとしております。この事業も国の交付金

を活用しております。 

 ６の若年者県内就職促進事業につきましては、見直しとしては、若年者の進学、就職に

おける社会減の男女差の拡大を受けてこれまで実施しておりました女性に限定した事業に

ついて、男女差が縮小したことなどを踏まえて廃止しております。また、県内企業への専

門家派遣制度の周知のための人員配置を、制度の周知が進んだことから終了しております。 

 一方で、この事業全体としては国の交付金も活用しながら事業費を増額しており、２つ

の課題に対応するための拡充事業を３点記載しております。 

 １点目は低学年次の大学生等と企業との交流会の開催、２点目は県内企業が取り組むイ

ンターンシップの改善への支援制度の創設、３点目は大学生等が行う県内での就職活動を

行う際の宿泊費・交通費支援について、対象期間を全学年に拡大するとともに、補助上限

額を年間６万円から９万円に拡充しております。 

 ７の学力育成推進事業につきましては、見直しとしては、より根本的な子どもの学習の

つまずきを把握する手法に見直し学力向上につなげていくため、県独自の学力調査を廃止

した上で、拡充としては、希望する全ての公立小・中学校を対象に学習のつまずきを把握

する調査、「たつじんテスト」を実施することとしております。 

 最後に、８を御覧ください。まず、上の欄は職員給与費として計上しております指導主

事・社会教育主事の市町村への派遣について、見直しとしては、この予算は市町村に給与

費の一部を負担していただいておりますが、この負担率の引上げを行うとともに、派遣人

数を縮小し一般財源を縮減しております。 

 一方で、その下の教員の働き方改革の推進につきましては、課題への対応として拡充事

業２点、記載しております。１点目は公立学校における教頭の業務支援を行う職員の配置、

２点目はオンライン出願の事務を一元化するためのシステムの導入でございます。 

 資料については以上でございますが、今後もスクラップ・アンド・ビルドの徹底と国の

交付金などの財源の確保を努め、島根創生を推進するための事業費の確保と健全な財政運

営の両立に最大限努力してまいりたいと考えております。 

 私からは以上でございます。 

○大屋委員長 

 それでは、令和７年度当初予算の主な見直し事業の説明をいただきましたが、この件に

ついて何か皆さん方から御意見、御質問がありましたらお願いしたいと思います。ありま

せんか。 

 岸委員。 

○岸委員 

 先ほどの説明で大体分かったんですが、最後の８番のところで、教職員の働き方改革の

推進のところで、拡充っていうことで、公立学校において教頭の業務支援を行う職員を配

置というところがあったんですが、教頭先生は非常に多忙なお仕事でいろんなことを対応

されるっていうことは十分分かるんですけど、逆に今まではどういう体制の下でそのサポ

ートをしていたのか、そして今回、新たに職員を別に多分張りつけるっていう意味だと思
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うんですけど、その辺のところ、もうちょっと詳しく教えていただきたいと思います。 

○大屋委員長 

 中西学校企画課長。 

○中西学校企画課長 

 先ほど、主に教頭の業務支援についてのサポート体制といった御質問でございました。

まず、これまでは、子どもと対面する教員の働き方というところ、何よりもここをしっか

りと対応しなければいけないと。当然、定数改善もありますけども、まずはサポート人材、

しっかりと教員のサポートに入る外部人材等を、会計年度任用職員等を配置するといった

ところで対応しているところです。 

 その一方で、やはり教頭の働き方改革、ワーク・ライフ・バランスであるとか、この職

務の困難性といったところも課題がございました。令和６年度につきましては、モデル的

にこの教頭マネジメント支援員という形で、市町村に、２市ですけれども中学校に配置す

るなどして、その効果を我々も注視していたところでございます。まだまだ研究の余地は

ありますけども、ここをしっかりと取り組んでいくといったところでございまして、さら

に拡充してといったところでございます。 

 具体的には、教員のサポートのところは、主にいわゆる事務作業のアシストといったと

ころが主になりますけども、教頭は管理職としての業務でございますので、勤怠管理、労

務管理のところの支援も含めて、一段困難性がやや上になりますけども、こういったとこ

ろの職を会計年度任用職員として新たに配置するといったところでございます。以上です。 

○大屋委員長 

 いいですか。 

 坪内委員。 

○坪内委員 

 私も、８番の職員給与費の指導主事・社会教育主事の派遣の見直しというか、ここでち

ょっと伺いたいですけども、市町村の負担の割合や派遣人数を見直しということで、どの

ぐらいの人数が減るのかっていうことと、市町村の割合が増えるっていうことで、財政の

厳しいような小さな市町村のところが、こういう県からの派遣を受けられにくくなる環境

につながるんじゃないかなというような懸念があるんで、その辺の見通しみたいなのを伺

いたいんですけども。 

○大屋委員長 

 中西学校企画課長。 

○中西学校企画課長 

 まず差し当たって、派遣指導主事の件でございます。いわゆる現場の教員の不足という

ところを我々しっかりと対応していくといったところでございます。その点において、し

っかりと学校現場で子どもたちに向き合うことができる教員を配置すると。一方で市町村

も含めまして、教員の現場のサポートという面では、指導主事というところはしっかりそ

の役割というところが期待されているところでございます。 

 この点につきましては、今年度も各教育事務所とそれから教育センターの配置を見直し

て、よりこの辺りの機能が低下しないようにする一方で、複数人の派遣をしています派遣

指導主事の中でも７市については１名ずつ削減するという形で、この点については昨年度
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から丁寧にやり取りを、各市の教育長様はじめ、行わせていただいていたといったところ

です。 

 いろいろと、この派遣指導主事の効果等について、今後の見通しも含めて意見交換させ

ていただきましたけれども、一定の御理解を得た上で、さらに我々の中で教員配置につい

てあるいは市町村への支援について、どういった取組が、工夫ができるかというところに

ついても意見交換をさせていただきました。引き続き考えてまいりたいと思っております。

以上です。 

○大屋委員長 

 土江社会教育課長。 

○土江社会教育課長 

 補足をいたします。派遣社会教育主事につきましては、複数人の派遣をしておりました

５市について１名ずつの削減をさせていただいております。市町村の皆様とは意見交換を

派遣指導主事とともに進めさせていただいておりまして、同様に御理解を得ておりまして、

いずれの市町村も、引き続き来年度も派遣の要望ということで承っているところでござい

ます。 

○大屋委員長 

 坪内委員。 

○坪内委員 

 まあ複数おられたところを削ってというか、そういうことで対応っていうところなのか

なと思うんですけど、市町村の教育委員会も市役所の職員からっていうところがある中で、

必ずしもその教育行政の中で専門的な知識がある方ばかりじゃないというふうに考えてお

りまして、そういった県からの教員の派遣というところで大分助かっている部分はあるん

じゃないかなと思いますんで、市町村の負担割合が増えるということで、来てもらえなく

なるっていうことがこれから進まないように、現場の声も聞きながら、また、教育事務所

が近いところなんかは連携が取れると思うんですけども、そうじゃないちょっと遠隔のよ

うなところには、しっかり手当てができるような形っていうのは取っていただきたいなと

いうふうに思いますんで、よろしくお願いします。 

○大屋委員長 

 池田委員。 

○池田委員 

 今議会の質問戦の中で、人材確保のこと、大変出てきたところでございます。６番のと

ころの若年者県内就職促進事業なんですけど、私いろいろ調べてみましたら特に県内高等

教育機関を出られた方の県内就職率というのは、県の努力もありまして大変上がってきた

ところでございますが、県外の高等教育機関でＵターンしてくる学生の数が、他県に比べ

ても数ポイントから１０ポイント近く低いわけですよ、島根県っていうのは。それをどう

するかっていうのが大変大きな問題でありまして、このことをやるわけでございますけど、

これしっかり検証していただいて、じゃあこれでどうだったのかということをしっかり見

ていただきたいというふうに考えておるんですが、いかがでしょうか。 

○大屋委員長 

 細田雇用政策課長。 
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○細田雇用政策課長 

 県外学生の就職に関して御意見頂戴いたしました。 

 これまで特に県外に進学された学生さん、特に山陽地域ですとか近畿地方に進学される

学生さんが多いということで、そういった地域を中心に学生が就職などに相談ができるよ

うにということで、大学等と連携して様々な情報提供などを行うようなことをやってまい

りました。広島事務所、大阪事務所といったような県外事務所ですとか、それ以外にも、

これは委託をしながらですけれども、学生就職アドバイザーというのを配置いたしまして、

様々な情報提供とか学生さんの就職の相談に応じてまいりました。 

 確かに他県に比べて低いといったことはあろうかと思いますけれども、少しずつ上昇は

してきているところではあるというふうに受け止めております。ただ、まだまだやってい

かないといけないというところございますので、引き続きこの体制を維持しながら、より

効果的になるように内容を工夫していきたいと思っておりますし、来年度からは四国地方

にも一定の学生さんが進学なさっているというところもございまして、愛媛県のほうに活

動対象を広げるということも考えております。 

 引き続き効果を見ながら、よりよい形にできるように事業を進めていきたいと考えてお

ります。 

○大屋委員長 

 秦政策企画監。 

○秦政策企画監 

 先ほどのお答えに補足させていただきます。 

 県内の高等教育機関の県内就職率が若干低調だという御質問をいただいたかと思います。

このことにつきましては、コロナ禍において人の流れも止まったということもあり、一時

的に県内の高等教育機関の県内就職率が若干上向いたという時期もございました。それが、

コロナ禍が明けて人材獲得競争が全国的に厳しくなってきた、あるいは東京一極集中が進

んだということで、近年その県内の高等教育機関の県内就職率についても若干下がり傾向

にあるというところでございます。 

 そちらのほうにつきましては、県も含めてですけれども、島根大学あるいは県立大学な

どの高等教育機関、そして経済団体、産業界などと連携をするということで、産学官人材

育成コンソーシアムという取組を令和２年から継続して行っております。その取組を人材

確保に向けて行っているわけですけれども、現在、取り巻く状況が非常に厳しいというと

ころを踏まえて、来年度以降、特に企業の採用力の強化、そういったこともしっかり強化

をするということを取組の中心に据えて、さらに県内の高等教育機関の学生の県内就職率

の向上に力を尽くしてまいりたいと考えております。 

○大屋委員長 

 池田委員。 

○池田委員 

 すみません、私が気にしているのは、県外のＵターン、結局、高等教育機関が島根県は

少ないわけですよ。みんな外に出ていく。それが帰ってくるのが他県に比べて島根県、低

いんですよ。Ｕターンしてくるのが。それをどうするかっていうことが一番大事なことじ

ゃないかなと。中小企業も、事業者も、本当、人が足りなくて困っているんですよ。その
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ために何をしなきゃいけないか。だから今回の予算でいろんなことを取り組まれると思い

ますけど、本当にそれは効果あるのかどうか、しっかり検証して次につなげていって、や

っぱり途中でこれじゃ駄目だというんであれば、どんどん変えてもらわないと、いつまで

たっても他県と競争激しくなるわけでございますから、その中で県外にどうしても高等教

育機関で行かなきゃいけない、行かなきゃいけないけどそれをどう帰していくかっていう

のが、私は絶対に必要だと思います。 

 そのことをぜひとも真剣に考えていただいて、今後の施策に反映していただきたいとい

うふうに考えておるところでございます。 

○大屋委員長 

 秦政策企画監。 

○秦政策企画監 

 委員のおっしゃいますように、島根県の高校を卒業した生徒の６割以上の生徒が県外の

ほうに進学しているということがございます。その県外に進学した若い方々が島根へ戻っ

てくる割合というのは３割程度にとどまっているというところがございますので、そこを

いかに低学年の頃からつながりを維持しながら、大学に進学した後もほったらかしにする

のではなくて、大学に進学後間もない頃から出身学生としっかりつながりを維持しながら、

県内就職に結びつけるという取組を、今後しっかり進めてまいりたいというふうに思いま

す。 

○大屋委員長 

 池田委員。 

○池田委員 

 鳥取県は島根県より数％高いわけです。その上に今回どういうことをやるかっていうと、

私も問題にしましたけど、奨学金の支援制度、それを充実させて予算をつけて、今後はさ

らに強化していくということをやっていくわけですよね。そういうことをしっかり実のな

るようなことをしっかりできるような体制を取っていただきたいというふうに考えており

ますので、よろしくお願いしたいと思います。 

○大屋委員長 

 井手政策企画局長。 

○井手政策企画局長 

 御意見ありがとうございます。 

 島根県においては、とにかくあらゆる分野で人の確保が必要ということは、これもって

明らかでございまして、お話にありましたように中小企業の若手の人材確保もそうですし、

地域においても人手は足りてないと。生活機能を支える人手が必要だということは明らか

でございます。 

 そういった中で、人づくりプロジェクトというものを部局横断でつくっていまして、

様々な施策を講じておるわけでございますけれども、実態としましては、委員おっしゃる

ようにＵターンでの就職の率、これは比較的やっぱり低い面があって、鳥取の例も御紹介

いただきましたけれども、そういった面においても数字的には低い面があります。今のと

ころは創生計画あるいはアクションプラン、そして令和７年度当初予算、施策をそろえて

おりますけれども、創生計画的にもＰＤＣＡということがありますんで、とにかく打った
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施策の効果がどうだったのかというのをしっかりと検証し、その上で足りないところがど

ういったところなのかっていうのもよく検討して、新たな施策が必要かどうかっていうの

もそういった中で考えていって、効果のある施策を継続して検討していって、とにかく成

果を上げるように努めてまいりたいというふうに思います。以上です。 

○大屋委員長 

 原委員。 

○原委員 

 すみません、７番の学力育成推進事業のところで、これ「たつじんテスト」のことなの

かなというふうに思うんですけれども、それはすごい私も賛成で、いいことだなと思うん

ですけれども、もしちょっと教育長が答弁されて二重になっていたら大変申し訳ないんで

すけど、その希望するっていうところが、なぜ希望制なのかなっていうのがちょっと改め

て今疑問に思ったのと、あとその希望する学校とはどういったところを想定されておられ

るのか、あるいは希望しないところはどういったところを想定されておられるのか、ある

いはこれ市町村教委は何か割と前向きだっていうのを拝見したんですけれども、市町村教

委で受け入れるのか各校長先生の判断なのかっていう、ちょっとその辺りを質問ですけれ

ども、させてもらえたらと思います。 

○大屋委員長 

 岩田地域教育推進室長。 

○岩田地域教育推進室長 

 希望するということを書いてございますけれども、この予算は小学校１年生を除く全て

の小・中学校で、つまずきを把握する調査ができるということであればその予算を確保し

ておりますので、多く希望されるものと想定して予算を編成しているところでございます。 

○大屋委員長 

 原委員。 

○原委員 

 いや、予算のことは聞いてなくて、希望するっていうのは、普通に考えると今まで県独

自の学力調査は多分全校だったと思うんですけれども、それを「たつじんテスト」に変え

るということに関しては、すごく私も賛成というか面白い挑戦だなと思うんですけれども、

希望しないところはじゃあどうなるのか、希望しないとすればどういう学校が想定される

のか、そこら辺がどういうふうに想定していらっしゃるのかなということです。 

 あともう一つは、市町村教委がこれを受け入れてやるのか、各校長先生の判断なのか、

その辺りを伺えたらと。 

○大屋委員長 

 中西学校企画課長。 

○中西学校企画課長 

 基本的には小・中学校におきましては、市町村教育委員会で主体的に取り組まれること

でございます。我々も当然県として学力育成の方向性についてはお示ししつつ、それを共

有していくところでございますけれども、その上で、各市町村教育委員会でこの学力育成

に向けての扱い、当然判断されるであろうと。 

 例えば、仮に希望しないということが、もしあればですけども、市町村教育委員会で、
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例えばですよ、仮に独自の調査指標をお持ちであるとか、そういった場合というところは

当然否定できない、可能性としては否定できないところだと私のほうでは承知しておりま

す。 

 いずれにしましても、こういったところは情報共有しつつ、これまでもしていましたけ

ども、考え方を共有しているところでございます。 

○大屋委員長 

 原委員。 

○原委員 

 ちょっと私が懸念しているのが、一方で学校現場で、今働き方改革であらゆる業務を削

減していこうという一つの大きなトレンドがあると思っています。ちょっとこれ、新年度

はじまってみて状況なんかもまた聞かせていただけたらと思うんですけど、さっき言った

削減できるものは削減していこうという学校経営っていう、その大きなトレンドの中で、

漏れてくる学校がないかなっていうことをすごく懸念しています。 

 それが市町村教委なら割と県としてもグリップを握りやすいと思うんですけど、各学校

の裁量に委ねられると、多分県教委とかが入っていける余地っていうのは非常に限られる

といいますか、なかなかちょっと入っていきづらくなるんじゃないかなっていうことを思

っていまして、結果的にこれまで把握できていた子どもたちのつまずきっていうのが、そ

ういったことの裁量によって左右されていくっていうことがちょっと懸念したものですの

で、学校の「たつじんテスト」導入状況なんかをまた新年度、私がこの委員会にいるか分

かりませんけども、聞かせていただけたらと思います。これは要望です。 

○大屋委員長 

 要望で、答弁はいいですね。 

 中西学校企画課長。 

○中西学校企画課長 

 要望いただきました。お見込みのとおり取りこぼしがないようにしたいと思います。 

 基本的に各市町村と我々とのやり取りの中でございますので、各学校が独自にというこ

とは我々のところではないとは当然理解しているところでございますけども、その上で改

めて点検してまいりたいと考えております。ありがとうございました。 

○大屋委員長 

 高橋委員。 

○高橋委員 

 あえて質問させていただきたいと思います。 

 ６番目のとこなんですけれども、見直しについて、１５歳から２４歳のところの部分で

す。その表現の中で、女性という部分での制度的に廃止したということなんですけれども、

御案内のとおり島根の場合は学生とかいろんな専門学校に行っていても女性の帰る方が非

常に少ないということで、片方で島根県自体が女性の方が働きやすい職場づくりというこ

とを表彰しながら、あるいは各企業に対して協力してもらうという働きを非常にされてい

るわけですよね。 

 一方でこうしたその制度について廃止するということになっているんですけれども、案

外その表現の仕方とか、あるいはやり方とか、そういうことによってその大学のほうから
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男女差別をするんじゃないかという表現になって廃止ということになっているんですけれ

ども、もう少し工夫、現実の島根の状態を含めたときに、廃止というような表現ではなく

て、むしろやり方を検討するとかそういう方向でなければ、現実の島根の課題解決には進

まないんではないかなという点で、あえて質問をさせていただきたいと思うんですけれど

も、その大学のほうでその差別というのはどういうとこで捉えられたのか、その点ちょっ

とお聞きさせていただきたいと思います。 

○大屋委員長 

 細田雇用政策課長。 

○細田雇用政策課長 

 今回、女子に限定していた事業を廃止というような資料の表現になってございますけれ

ども、差別というよりは、大学などの教育機関からは例えば男子学生もこういったものを

対象にしてほしいといったような御意見もいただいておりまして、我々としては、もちろ

ん先ほど御紹介いただいた女性の働きやすい職場づくりとかそういったものは引き続き進

めながら、男性も女性も、そういった働きやすい環境、そういった企業を望まれるという

こともございますので、一旦この女子だけの事業としては終了いたしまして、この拡充の

１ポツ目にありますけれども、男子も女子も対象にしました、低学年次から参加できるよ

うな大学生と企業との交流の場というのを増やしていくということで、企業と学生さんと

の交流の場として、男性も女性も参加できるような場をたくさん設けていくという方向で

見直しをしたところでございます。 

 また、この５年間、女子の事業というのはずっとやってまいりましたので、女子学生が

企業をリポートして動画とか冊子にまとめたような資料、コンテンツもたくさんできてま

いりましたので、そういったものを活用して、女子学生が知りたい情報なども今後も引き

続き発信はしていきたいというふうに考えております。 

○大屋委員長 

 高橋委員。 

○高橋委員 

 ということは、たまたまこの制度自体に問題があったということであって、基本的には

やっぱり島根の女性の方が帰りにくい環境っていうんでしょうか、それに対してのその情

報提供なりそうしたことは引き続き課題として取り組むということで解釈してよろしいわ

けですね。 

○大屋委員長 

 細田雇用政策課長。 

○細田雇用政策課長 

 そうです。もちろん女性が帰りやすいといった、働きやすい職場環境、そういった企業

を増やしていくという取組は並行して、引き続きやってまいりますので、男性も女性も学

生さんが帰ってきていただけるような環境を引き続きつくっていきたいというふうに考え

ております。 

○大屋委員長 

 高橋委員。 

○高橋委員 



－11－ 

 それと、意見ということで理解していただきたいと思うんですけども、先ほど言いまし

たように、島根県としては各企業に対しては女性の働きやすい職場づくりということをや

っておりますし、それから県外に対してのその部分については、やはりバランスよく調整

しながらやっぱり島根の一番の課題を解決する方向に取り組んでいただきたいと思ってお

ります。以上でございます。 

○大屋委員長 

 ほかにはございませんか。 

 それでは、今の新年度予算、当初予算の見直し事業に、いろいろな委員さんのほうから

要望あるいは意見等が出たところであります。執行部におかれては、各所管でしっかりと

今日の意見を踏まえて、新年度当初予算をしっかりと取り組んでいただきたい、委員長と

して要望しておきたいと思いますので、よろしくお願いをいたします。 

 以上で、行財政改革に関する調査については終わりたいと思います。 

 続いて、地方創生に関する調査を行います。第２期島根創生計画については、これまで

本委員会で６回にわたり議論を重ねてまいりました。いろいろな各委員さんから活発な意

見が出たところであります。 

 それを踏まえて、執行部としていろいろと計画を具体的に練っていただき、一般質問あ

るいは本議会の一問一答等々でもこの新年度からの実施に向けての取組、あるいは知事を

はじめ決意の表明をいただいたところであります。 

 本日はこの第２期島根創生計画の案について、当委員会として了承するかどうかの判断

を行った上で、委員長報告を取りまとめたいと考えております。これから「第２期島根創

生計画」の案について、了とするかどうかの判断を行いたいと思いますが、この際、各委

員の皆さんから御意見がありましたら御発言を願いたいと思います。 

 池田委員。 

○池田委員 

 先ほど委員長からお話がありましたとおり、今まで各委員さんからいろんな意見が出て、

十分議論は出尽くしたところではないかというふうに考えておるところでございます。こ

の内容、方向性については、私は妥当ではないかというふうに考えているところでござい

ます。 

 一番大事なことは、これから１９市町村、それから県民と一緒になって、どういう形で

これをしっかり成就させていくかということ、島根創生を成就させていくかということが

大事でございまして、地方創生、島根創生計画を達成するためには、国が進めております

地方創生、それがしっかり機能しなきゃいけないわけでございますが、心配なのが昨今の

国の状況を見ますと、本当に地方のこと考えているのかなと、都会のことばっかり考えて

いるんじゃないかなというようなことで大変心配しておるところでございます。 

 今後は、国にしっかり県の状況、それから希望を、要望をしっかり国に訴えて、１９市

町村あるいは企業や諸団体、それと協働しながらこの島根創生計画がしっかり進んでいく

ような形で執行部の皆さんと一緒になってやっていかなきゃいけないというふうに考えて

おりますので、よろしくお願いしたいというふうに思うところでございます。 

○大屋委員長 

 飯塚政策企画監。 
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○飯塚政策企画監 

 ありがとうございます。 

 創生計画の中でも、協働ですとか連携とか、こういったことに取り組んでいくことにつ

いてはしっかり書かせていただいております。県としましては、頑張ろうと取り組まれて

いる事業者の皆さんですとか県民の皆様ですとか、そういった方にしっかり寄り添って、

市町村と役割分担をしながら支えていくということが必要であるというふうに思っており

ます。 

 また行政だけではなくて、民間の方が県民の皆様を支援される、そういったことのほう

でより進むこともあろうかと思いますので、そういった連携ということも十分進めていく

ことで、島根創生の成果が上がるようにしていく必要があると思っています。 

 また、今、国が地方のことを十分見てないんじゃないかということをおっしゃっていた

だいたのではないかと思います。地域の実情ですとか制度の見直しの影響が十分考慮され

ないままで見直されていくってことが見られたりだとか、東京一極集中というものが進ん

でいるという状況の中、やはり地方だけは取組が進まないことについて国に求めていくこ

とを、この創生計画の中では盛り込ませていただいております。こういった県でやること

と国に求めていくことをしっかり組み合わせて、成果が出るよう取り組んでいきたいと思

います。よろしくお願いいたします。 

○大屋委員長 

 池田委員。 

○池田委員 

 先ほどのお話のとおり、オール島根でやっていかなきゃいけないと思いますんで、どう

かよろしくお願いします。 

○大屋委員長 

 ほかに。 

 森山委員。 

○森山委員 

 ありがとうございます。 

 大きく３つございまして、一つ大きなところで、これまでも一般質問等々でＫＰＩの考

え方について、今回の議会でも須山議員が質問されてらっしゃいましたけども、今回のＫ

ＰＩの目標数等々発表されて書かれていると思うんですけども、細かいところは言いませ

んが、県として何をやったか、これ例えばですけども、ＫＰＩの目標の中でＰ１１とかで、

県の支援を受けて採用力強化に取り組んだ企業数っていうのがＫＰＩに定められています。

これは、私は取り組んだこととしての指標数だと思っていまして、例えばこれでいけば、

これで採用力、充足をどのぐらいしたのかっていうのが、実際のこの図っていく指標の一

つじゃないかなと思っていまして、何をやったかっていうのがアウトプットっていう指標

だとすれば、どういう変化をもたらしたのかっていうのがアウトカムっていうふうに、こ

ういう指標の議論をされるときに一般的に議論されることかなと思っていまして、全体的

に見てみると、中にはそのアウトカムといわれる、どういうふうにこの事業を通じて県民

ないし対象の変化をもたらしたのかっていうことが書かれているものもあれば、アウトプ

ットといわれる、県が何をやったのかみたいなところにとどまっているものがあるなとい
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うふうに思っていまして、その辺りの、このＫＰＩの考え方が部局や設定される課によっ

て恐らくばらつきがあるのかなというふうに思っています。 

 島根創生計画の中では比較的こう大きなものが掲げられている中で、何か結局県として

何を、この５年間の中でどういう変化をつくっていくのかというときに、大きな目標が２

つあって、それ以外のところはもうＫＰＩしかないという中で、ここで見ていくしかない

というふうになったときに、より県民にも、そして我々にも分かりやすくて、５年間でこ

ういう変化をつくっていくんだということが県民に対してのメッセージだと私は思ってい

る中で、その辺りのこの考え方を改めて精査をしていく、この事業を進めていく中では部

局を越えて取り組まなきゃいけないＫＰＩもたくさんあると思うので、その責任の所在も

含めて、しっかりとこのＫＰＩの考え方を広めながら事業をモニタリングしていく。先ほ

ど池田委員もおっしゃられましたけど、それが結局その事業の検証に一番つながっていく

と僕は思っていまして、適切なこのＫＰＩの設定について、その全てをやり取りする政策

企画局がしっかり全部局に対してのマネジメントを働かせながら、考え方を全部局に浸透

させて、進捗管理をしていくということをしていっていただきたいなということを、考え

方についての質問と要望を、まずはお伝えさせていただきたいなというふうに思っていま

す。 

 ２つ目ですけども、先ほどの議論とも通ずるんですけども、先ほど雇用政策課長さんが、

男性、女性問わずということだったと思うんですけども、あれは多分もともと創設された

背景って女性のこの定着率とかＵターン率だったりとかがなかなか上がっていかないとい

う中で、どうやったらこう女性の視点で企業の魅力だったりを発信していけるかという、

そもそもの目的があってこういった事業がはじまっていったんじゃないかなというふうに

思っていまして、そういう中でそもそもの目的と実際それが、何年かやってみての効果が

どうだったのかということがやっぱりすごく大事だと思っていまして、大学とかいろんな

関係者からいろんな意見、女性に特化して何かするのはよくないんじゃないかとか言われ

ると思うんですけども、本来の目的に対しての効果がどうだったのかとか、そういったこ

とに照らし合わせて事業を進める、進めないっていうことに関しては、やっぱりしていっ

ていただきたい。御時世的に男性、女性って、ジェンダーの問題だったり、高齢者と若者

みたいな、この世代のことも含めてだと思うんですけども、そういった県民の意見に簡単

に反応して変えていくっていうことがないようにしていっていただきたいなということを

思いました。 

 ３つ目が、この島根県の今の社会減を取り戻していくというときに、やっぱり一番大事

になっていくのが市町村と連携して、高校生世代にどういう教育を行っていって、その後

どうつながり続けてどう取り戻していくのかっていうことを、企業、市町村と連携して進

めていくということがやっぱり大事になっていまして、この島根創生計画、もちろん島根

県だけで実現できるものじゃないという中で、特にこの若者たちの取戻しというものを、

どう市町村と連携していくのかということがこれから肝になっていくというふうに思って

いまして、先ほどの議論と少し通ずる部分があるんですが、その辺りの今後の進め方だっ

たりとか考え方について教えていただければと思います。以上です。 

○大屋委員長 

 飯塚政策企画監。 
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○飯塚政策企画監 

 まずＫＰＩについて御質問いただきました。ＫＰＩは御案内のとおり、施策の進捗状況

を把握する際の目安として設けているものでございまして、事業を見直す上でどこまで進

捗したのかということを把握する、そういう指標として設けております。ですので、これ

だけで決めるわけではなくて、いろんな状況を踏まえて判断していくものにはなります。

創生計画は２大目標を掲げておりますが、それだけではなくて、それぞれの施策がどう進

んでいくのかということ、いろんなことに取り組まないといけないとしたときには、それ

ぞれの施策がうまく効果が上がっているのかっていうことを見る指標となるものは必要だ

と思っておりますので、それぞれの施策ごとに、それぞれの施策を評価するにふさわしい

と、執行部として現時点で考えられるものをＫＰＩとして設定させていただきました。 

 委員のほうから御紹介いただきました多様な就業の中で、採用力強化に取り組んだ企業

数ということで、これは採用力強化というところに課題があるということでありますので、

そこに取り組んでいる企業がどんどん増えていくということを目標に掲げつつ、企業目線

でいきますと採用計画がきちっと充足できたかというところが指標になってくると思いま

すので、その指標を別途掲げております。 

 また、今度は学生目線とかでいいますと、高校卒業時、それから県内就職率ですとか、

県内大学卒業生の県内就職率、こういったところが本当に成果につながったのかっていう、

そういう部分の指標もちょっとページが別のページになりますけれども、そういったもの

も設けておりまして、アウトプットで図る部分、アウトカムとして最終的に出る部分と、

やはりその施策がうまくいったのかどうか。先ほど企業の採用強化のところも、そういう

意識を持っていただく企業がどれだけ増えていくのかということもすごく大事だと思って

いますので、そういう意味で県が取り組むということを掲げた上で、そこにどれだけ企業

さんに取り組んでいただけるかっていうことも含めて、アウトプット的な内容ではありま

すけれども、あえて目標に掲げているところでございます。 

 このＫＰＩにつきましては、各部局のほうと政策企画監室も意見交換をいたしまして、

今回５つに絞るという中で、どういう指標を設けたらいいのかということで判断をしてい

るものではございますが、確かにこの指標自体が、この施策を図る上で適当な評価につな

がるのかどうかというのは、そのＫＰＩに対する進捗状況と、それから、実際に県民の皆

さんが感じてらっしゃる事業が進んだかどうかっていう受け止め、これっていうのは県議

会から御指摘をいただく部分で分かってくるところもあると思うんですけど、その２つに

ずれがあるようだったらＫＰＩ自体がおかしいということにもなっていくと思いますので、

そういったことは成果を図る中でしっかり検証しながら、必要なＫＰＩなのかどうか、Ｋ

ＰＩどういうものがいいのかということは検討していきたいというふうに思っております。

最初のＫＰＩについては以上でございます。 

 それから、企業が施策を見直ししていく中で効果があったのかどうかっていう判断もし

っかりした上で見直しをしてほしいっていうことだったと思います。それについてはおっ

しゃるとおりだというふうに思っております。ちょっと個別の施策をどういう観点で見直

したかってことについて、私のほうでちょっと申し上げることができかねるところもあり

ますけれども、今回女性活躍、ジョブガールだと思いますけど、ああいうところからこの

低学年というところに切り替えていく中で、そちらのほうが幅広い学生に寄与していると
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いう、そういうことにより重きを置いた見直しなのではないかなと思いますけれども、必

要な見直しを部局のほうでそれぞれ考えて見直しをしているというところでございます。

こちらについても今回、新規拡充施策を財政課のほうで資料にまとめられ、５７項目あっ

たと思いますけども、それぞれいろいろな課題の中で見直しを行っておりますけども、そ

れが適当なのかどうかということについては引き続き実施していく中で見直しをして、進

めていきたいというふうに思います。 

 それから３点目、社会減とかを取り戻すに当たって、市町村との連携というお話でもあ

ったかと思います。これはおっしゃるとおりであるかと思いますので、最初、池田委員と

の御質問にもありましたけれども、市町村としっかり役割分担をしながら県外に出られた

方に県内に帰ってきていただく、それから一人でも多くの方に県内にとどまっていただく

という、そういう選択をしていただけるような取組は引き続き進めてまいりたいというふ

うに思います。以上でございます。 

○大屋委員長 

 ほかに。 

 尾村委員。 

○尾村委員 

 委員長のほうから第２期島根創生計画を了とするのか、了としないのかということが諮

られましたので、私の意見を述べさせていただきたいと思います。 

 私は第２期島根創生計画案について、了とすることには反対であります。 

 以下、簡潔に理由を申し述べたいと思います。島根創生計画は、県の施策運営の基本的

な指針として県の最上位の行政計画であります。今年度までの第１期の計画はどうであっ

たのか、第１期の計画は、放課後児童クラブと子どもの医療費助成の拡充と引換えに、少

人数学級編制が縮小されました。福祉を充実する一方で、教育を削減するというパッケー

ジの提案がなされて、県民の間に対立と分断を生む結果となりました。 

 第２期の島根創生計画の私の考えです。第２期計画、太いところで評価するところはた

くさんございます。時間の関係で手短に申し上げます。 

 評価する点は県の子どもの医療費の拡充で、県内１９市町村、１８歳までの医療費の助

成、全て行うこととなりました。島根県のリーダーシップに敬意を表するものです。そし

て県だけでは解決できない問題として、国に対して３本柱の対策を求めるということを打

ち出しました。一つは行き過ぎた円安などの是正、為替水準の是正、２つは中小企業の価

格転嫁がきっちりできるように、大企業との対等な取引環境を整備する、そして３つに東

京一極集中を是正するために税制などを見直すということを国に求める点であります。 

 私は島根県として国に物を言うという点で、最近の例でもすばらしい実績を上げたと思

います。それは高額療養費制度の自己負担引上げの問題です。丸山知事がこの制度に対し

て異議を唱えられました。我々県議会も全会一致で高額療養費制度の自己負担の引上げは

反対という意見書を国に上げました。私は先駆的な島根県議会の取組だったと思います。

御存じのとおり国政においては、衆議院で予算案が通ったわけですけども、今年８月から

の引上げは中止するということですから、引き続き予算の再修正ということになると思い

ます。私は、この地方の声が、取組が、国政を動かした。島根県、そして県議会の、この

取組を本当に誇りに思うものであります。 
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 評価できない、了とできない理由です。私はそもそも論で考えたいと思います。地方自

治体の役割というのは、地方自治法に規定されています。２つ役割があります。一つは住

民の暮らしと福祉を増進する、もう一つは住民の安全を守るということであります。一つ

目の住民の暮らしを守るという点で言えば、失われた３０年という問題がありますように、

本当に県民の暮らしが今、困難な状況になっています。本会議でも、この委員会でも島根

ミニマムという議論がありました。すなわちナショナルミニマム、最低生活保障、これは

国の責任です。このナショナルミニマムが保障されていない、いかにこの島根県民の暮ら

しを守るのか、島根ミニマムを充実されるのかという、そういう議論があったと思います。 

 暮らしの問題という点でいえば、この委員会でも各常任委員会でも議論になったと思い

ますが、介護と医療の問題でいえば、今、大変な事態が起こっています。例えば昨年４月

の訪問介護の基本報酬の引下げによって、訪問介護の事業所の経営は本当に大変です。中

山間地域では介護サービスが崩壊しかねない事態にあります。診療報酬の改定で県内の医

療機関においても減収、減益の病院、医療機関が本当に多いです。地域医療崩壊の危機で

す。これらの原因というのは、県にあるわけではありません。国の問題です。しかし、国

に対してこれは制度の是正を強く今、県求めています。ただ、ずっとこれからも議会も求

めますし、執行部も求めるんですけども、しかし、国がそれを是正しなかったときに私は

やはり財源大変ですけど、今、本当に勇断持って必要なる対策を取らないと、島根の県民

の暮らしは守れないと思うんです。私は必要なる財政出動を県と市町村、力を合わせて行

う、このことが私は決断しないといけないことだと思います。それじゃあ財源どうするの

か、島根県の厳しい財源どうするのか、私は今の産業政策の見直し、ここにメスを入れる

べきだと思います。 

 私は本会議で出雲村田製作所の問題を取り上げました。この間、１００億円を超す企業

立地促進助成金が当該企業に払われています。県は今、全面的な支援を行って、当該企業

の安来の新工場の設置を進めております。間違いなく人手不足が起きてくるでしょう。私

は本当にこのことを懸念します。令和１２年頃の完成のようでございますけども、操業時

に２００人、将来的には１，０００人の雇用を計画です。県内の労働力人口というのは残

念ながら減ってきています。雇用の奪い合いがもう既に出ています。人手不足に拍車がか

かるのは必至だと思います。私はこの点で産業政策の見直しを行うべきだと思っています。

県の仕事というのは、開発会社ではないということを申し述べたいと思います。 

 最後です。安全を守るという自治体の役割であります。本日は３月１０日です。明日３

月１１日は、あの東日本大震災、福島原発事故から１４年目を迎えます。福島は今もって

事故の真っただ中にあると思います。終息はしていません。島根原発２号機が昨年１２月

稼働しました。県政の主人公である県民の再稼働に対する理解と納得は、今まだ得られて

おりません。島根原発の真下には１４０キロの活断層が走っています。医療現場、介護現

場、福祉現場から、大雨のとき、大雪のとき、大地震のとき、もし原発事故が一緒に重な

ったら、複合災害時にはみんなが無事に避難できるのだろうかという、こういう悲痛な心

配の声も出ています。核のごみの処理方法もできておりません。島根原発２号機は老朽原

発です。３６年です。私は、この原発は動かすべきではない、原発のない島根を目指すべ

きだと思います。 

 最後に、中国電力と島根県の関係です。来年度の予算案にも計上されているところです
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けれども、法令違反を繰り返す中国電力から企業献金とも言える負担金を島根県は今後５

年間、協定は５年間、最大で年５億円もらうという協定を結びました。私は、これは問題

だと思います。原発事故は県民の笑顔を奪ってしまいます。原発が稼働して多くの県民が

心配をしています。私は原発のない島根の決断を県政が行うべきだと考えます。 

 以上の理由で委員長、私としては第２期島根創生計画、評価する部分は多々ありますが、

評価できない部分があり、了とはしないという立場を表明させていただきます。 

○大屋委員長 

 ほかにございませんか。 

 五百川委員。 

○五百川委員 

 私は島根創生計画の第２期については了としたいと思います。私は全般的に理念的に言

えば大体よくできているなと思っております。 

 ただ、各論的な部分に入っていくと、都会と地方との格差、この問題がある以上、事を

突き詰めていくと大体ほとんどが結局金がないからだと、こうなってくるわけですね、今

の日本の体制見ますと、いわゆる東京一点集中というものは、いつまでもこういう形では

もたないだろうとは言われていますけども、簡単にこれが変わるというようには思えない。

確立していると言ったらちょっと語弊がありますけども、私はそういう今の日本国の情勢

の中で島根県も要するに都会と地方との格差、また地域間の格差というものは現実でそこ

にあるんだったら、やはり他県と比較してどうか、いろいろ他県のやり方とか、方法論に

ついては参考にするときもあると思いますけども、比較をする必要はないんじゃないか、

それよりもどういう島根をつくっていくか、要するに今の日本列島の中で島根県というも

のの位置づけを考えたときに今こういう状況の中で、どういう島根をつくっていくのか、

そういうことが私は大切じゃないかと思っております。 

 その中で前から言っていますけども、「誰もが、誰かの、たからもの。」とか、要する

に県民愛というかですね。私は、やはりそういうものを島根県として大切にして、島根県

というところは本当に県民を愛す、行政も本当に県民の幸せを願っているんだと、そうい

う姿勢を見せるべきだと思いますね。本当に愛しておれば、県民を、私は先ほど尾村委員

から出ましたけども、要するに島根ミニマムという言葉言いましたけれども、それは確か

に簡単に言えば、地域との問題がある、それからいろいろな環境の違いがあるから簡単に

ミニマムっていうのはできないかもしれない。しかし、島根ミニマムっていうものは、や

はりとにかくその観念を要するに為政者、特に行政政治というものは忘れちゃいけないと

私は思っています。 

 ですから、あんまり他県がどうのこうのっていうよりも、その前にまず島根県はどうあ

るべきか、そういう中で本当に島根県民を愛する、そういう姿勢というものを私は強く打

ち出すべきだと。そういう意味においても知事がいわれるように、東京を中心とした国家

のナショナリズムと島根県の島根ミニマム、もうここには違いはありません。しかし、島

根県においては、この貧しい島根県においては、やはり本当にどこに住もうが同じ負担で

同じサービスを受けられる、そういうふうな地域にしようと、そういう行政の姿勢は本当

に県民を愛する姿勢が私は必要だと思っております。 

 そういう面で私は了としますけれども、若干そういう面での思いというか、そういうも



－18－ 

のがこの行間の中にもうちょっとうたわれるといいなと思います。以上です。 

○大屋委員長 

 ありがとうございました。 

 冒頭、私が申し上げました６回にわたって、この委員会で４月からはじまる第２期島根

創生計画の御議論をいただいたところであります。本日、池田委員、あるいは森山委員か

らも賛成、あるいは、また要望の意見もいただきました。また五百川委員からも賛成の意

見、あるいは要望の意見もいただきました。尾村委員は評価する点もある、ただし、第１

期の創生計画のことも踏まえて３点については反対だと、こういう御意見も今日出ました。

それぞれ委員の皆さん、いろいろな御意見をお持ちだと思っております。 

 反対、賛成の意見も出ましたので、ただいまから第２期島根創生計画案を了とするかど

うかについて、採決を行うことといたします。 

 了とすることに賛成の方の挙手を願います。 

〔賛成者挙手〕 

○大屋委員長 

 挙手多数。よって、本委員会として第２期島根創生計画案を了とされました。 

 以上で、この委員会の結論とさせていただきます。 

 その他、何か、もう最後の最後になりますが、御意見ございませんね。 

 中西学校企画課長。 

○中西学校企画課長 

 大変恐縮でございます。先ほど（１）の当初予算のところの件で、私、原委員への答弁

のところで若干補足をさせていただくと助かりますが、いかがでしょうか。 

○大屋委員長 

 結構です。中西学校企画課長、どうぞ。 

○中西学校企画課長 

 学力育成に向けた事業の、市町村が判断というところの私の答弁で、若干補足でござい

ます。この予算、資料にもございますが、市町村が希望する場合、２分の１負担というと

ころがございます。財政的な負担金も生じるといったところがございます。こういった点

も含めまして、市町村の判断で行われるといったところ、ちょっと私のほうで言葉が足り

ませんでしたので、付け加えをさせていただきました。以上でございます。 

○大屋委員長 

 原委員。 

○原委員 

 今回２分の１負担で、前回、これまでの県がやっていた学力調査、これは全額県費だっ

たんでしょうか。 

○大屋委員長 

 中西学校企画課長。 

○中西学校企画課長 

 お見込みのとおりでございます。 

○大屋委員長 

 原委員。 
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○原委員 

 ありがとうございます。なおのこと、さっき私が申し上げた懸念がまたちょっと、何と

いうかどうなるのかなっていう気もしていまして、新年度はじまってからちょっと状況見

ればいいと思いますが、さっき申し上げたように予算面でも市町村の負担が増え、かつ学

校現場からすると働き方改革でできるだけスクラップしたいという中で、やめとくかとい

う力学が働きやすいなっていうことをちょっと感じましたので、状況をまた、この委員会

に私いるか分かりませんけども、また教えていただけたらと思います。 

○大屋委員長 

 以上で審議を終わりたいと思います。 

 ここで執行部の皆様には御退席いただいて結構でございます。 

 総務部、政策企画局、各部局の皆さん、ありがとうございました。 

 委員の皆さんは、もう少しここでお待ちください。 

〔執行部退席〕 

○大屋委員長 

 それでは、ただいまから委員間協議に入りたいと思います。 

 本日はお手元に委員長報告の案をお配りしております。 

 これから案を事務局に読み上げさせます。 

 事務局。 

○事務局（高橋書記） 

 失礼いたします。お配りしております地方創生・行財政改革調査特別委員長報告（案）

について読み上げさせていただきます。 

 地方創生・行財政改革調査特別委員会の調査結果について報告いたします。 

 本委員会は、①県の地域特性を踏まえた望ましい地方創生の在り方について、調査検討

を行うこと、②行財政改革の進捗状況、その効果及び課題等について調査検討を行うこと

の２点を目的として令和５年６月定例会において設置され、執行部に説明を求め、調査を

行ってきました。 

 以下、その調査結果及び本委員会からの意見や要望等について報告いたします。 

 まずはじめに、地方創生についてであります。 

 令和２年３月に策定した島根創生計画の計画期間が令和６年度までであるため、執行部

において、これまでの地方創生の取組の検証と、第２期島根創生計画の検討が進められ、

本委員会として逐次説明を聴取してまいりました。 

 本委員会といたしましては、この島根創生計画は島根県の施策運営の総合的・基本的な

指針であり、最上位の行政計画であるとの認識の下、現在の本県の状況を踏まえた上で、

必要な内容となるよう、調査検討を行ってきたところです。 

 現行の島根創生計画は、本格的に取り組もうとされていた矢先、新型コロナウイルス感

染症の感染が確認され、その後、感染拡大が長期化したほか、令和４年度にはロシアのウ

クライナ侵攻を背景にはじまったエネルギー価格・物価高騰等により、計画を策定した時

点で実施しようとされていたことが十分には実施できない状況となりました。コロナは令

和５年５月に５類へ移行し、社会活動への影響はほぼ解消されたところではありますが、

エネルギー価格・物価高騰等は高止まりの状況にあり、県民生活や企業活動を取り巻く環
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境は、依然として厳しい状況が続いています。 

 こうした中にあっても、執行部におかれては、コロナ感染拡大防止と県内経済の回復に

最優先で取り組むと同時に、島根創生の取組を着実に進めてこられました。しかしながら、

島根創生計画に掲げた数値目標については、合計特殊出生率、人口の社会移動ともに、現

状は低下傾向にあり、人口減少に歯止めがかからない状況です。 

 こうした状況も踏まえながら、第２期島根創生計画の策定に向け、本委員会ではこの間、

定例会ごとに審議を行ってまいりました。 

 執行部からは、第２期計画の考え方として、まず、目指す将来像については、県民一人

一人が愛着と誇りを持って笑顔で暮らせる島根暮らしを守り、その暮らしを次の世代に引

き継いでいくという、基本的な考え方は変わっていないことから、引き続き人口減少に打

ち勝ち、笑顔で暮らせる島根を掲げることが示されました。また。長期の数値目標につい

ては、人口減少につながる自然減と社会減を改善していく必要があることから、引き続き

合計特殊出生率２．０７と人口の社会移動の均衡を掲げること、そして目標の達成時期に

ついては、現状の数値が低下傾向であることを踏まえて、いずれも現行計画から１０年延

長し、合計特殊出生率２．０７は２０４５年まで、人口の社会移動の均衡は２０４０年ま

でとすることが示されました。 

 このほか、第２期計画の取組では、人口減少対策には特効薬はないことから、あらゆる

分野の施策を着実に実施していくこととされた上で、新たに地域生活交通や医療、介護等

の地域の生活基盤を支える人材確保などの取組を進めることとされました。 

 さらに、人口減少問題は国全体で戦略的に取り組むべき課題であり、県民生活や県内事

業者に深刻な影響を与える為替水準の是正や物価上昇等によるコスト上昇分を価格転嫁で

きる取引環境の整備、税制の見直し等による東京一極集中の是正など、一地方では解決で

きない日本社会、日本経済全体の課題について、計画に盛り込んで、国へ対策を求めてい

きたい旨の説明がありました。 

 こうした説明に対して委員からは、人口減少が今後も進んでいく中で地域の暮らしをど

う維持していくのか、将来の島根の姿も見据えながら取組を進めていくこと。 

 人口減少対策について、市町村と連携して取り組むこと。 

 医療や教育等においての県民生活を最低限保障すべく、島根ミニマムを実現するための

努力をすること。 

 人口減少が著しい地域への対策について、それを考慮した施策を検討すること。 

 国に求める対策を第２期島根創生計画に盛り込むことについて、違和感があるという意

見があった一方、素案において、国に求める対策を県が実施する対策と切り分ける整理を

されたことを受け、島根の目指す将来像を実現するためには、都市部と地方の格差を是正

する必要があることから、計画に盛り込み、国へ強く求めていく必要があることは理解で

きること。 

 人材育成においては、情操教育が重要である。また、県民の高い倫理観や道徳観、情操

感により、島根が安心して暮らせる社会であることを表現している「誰もが、誰かの、た

からもの。」のキーフレーズを活用しながら、島根の良さや魅力について、県内外にもっ

とアピールしていくこと。 

 島根創生を推進していく上で、限られた教員数で効率的な行政運営を進めていくために
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も、島根県ＩＣＴ総合戦略に基づき、行政のデジタル化を推進していくこと。などの意見

があったところです。 

 こうした委員からの意見や市町村等の意見等を踏まえ、令和６年１１月２６日の全員協

議会において、第２期島根創生計画の最終案が示されました。そして、令和７年２月定例

会では、現状を踏まえた修正等を行った最終的な計画案が示されたところであります。こ

こで数行空いておりますが、ここには本日の第２期島根創生計画の審議結果が追加されま

す。 

 今後は、この第２期島根創生計画に沿って、目標の実現に全力で取り組まれること、ま

た、東京一極集中の是正等、一地方では解決できない諸課題についても、引き続き国へ強

く対策を訴えていかれることを求めるものであります。 

 また、島根創生を着実に進めていく上では、デジタルの力も欠かせません。令和４年に

策定された島根県ＩＣＴ総合戦略の取組についても、引き続きしっかり進めていくよう要

望します。 

 以上が地方創生に関する調査結果の報告です。 

 次に、行財政改革についてであります。 

 本県の財政は、毎年度２０億円を超える財政不足が見込まれるなど、依然として厳しい

状況にありますが、こうした中にあっても、産業振興、子育て支援など、今後の県政の発

展に向けた地方創生・人口減少対策などに適切に対応することが必要です。そのため、健

全な財政基盤が必要であり、県民生活の安定に必要な事業費の確保と、健全な財政運営の

両立を目指していかなければなりません。そこで財政健全化の取組と、今後の財政運営の

考え方、職員の定員管理や県が出資する法人等の経営状況等について調査を行いました。 

 以下、主な調査事項に関して報告します。 

 令和元年度に策定した中期財政運営方針に基づき、令和２年度からの５年間において、

スクラップ・アンド・ビルドの徹底などにより、島根創生を推進するための事業費の確保

と健全な財政運営の両立に取り組んでこられました。これらの取組により、第１期運営方

針における財政運営については、財政調整のための基金の確保、及び県債残高の管理はい

ずれも令和６年度末の目標を達成する見込みです。 

 しかしながら、令和７年度以降の財政見通しとしては、今後、社会保障経費の増加に加

え、労務費や物価、金利の上昇や島根かみあり国スポ・全スポの開催準備への対応等も必

要となっていくことなどから、毎年度２５億円を超える財政不足が生じる見込みであるこ

とが示されました。 

 このため、令和７年度から令和１１年度までの第２期中期財政運営方針を新たに策定し、

第１期運営方針と同様、スクラップ・アンド・ビルドの徹底、行政の効率化・最適化の推

進、県有財産の売却などによる財源の確保、決算余剰金等を活用した財政基盤の強化の取

組を継続することにより、島根創生を推進していくための事業費の確保と健全な財政運営

の両立に引き続き取り組んでいく考えであるとの報告を受けました。 

 一般行政部門の職員の定員管理については、中期財政運営方針に基づき、再任用フルタ

イム職員を含む正規職員、再任用短時間勤務職員、会計年度任用職員の３つの区分で行わ

れています。 

 正規職員については、島根創生をはじめとする行政課題に適切に対応するために、令和
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元年度の人員を維持しつつ、島根かみあり国スポ・全スポに必要な人員は別枠で管理し、

開催年に向け計画的に職員採用を進め、再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員につ

いては、毎年度、業務の効率化を図りながら、正規職員も含め、業務内容の整理をした上

で、業務量に応じた配置を行うものとされています。 

 また、このほか業務の増加に対応するため、任期付職員が配置され、大型公共工事等の

業務に対応されているほか、近年多発する自然災害への対応等に備え、令和７年度以降、

復旧・復興支援技術職員派遣制度に必要な人員について、別枠で管理することが予定され

ているとのことでした。 

 令和６年４月１日現在、正規職員は前年度から１１人増の３，９７１人、再任用短時間

勤務職員及び会計年度任用職員については、３人減の１，６１９人となりました。 

 また、県が出資する法人等の経営評価については、財務内容等に課題を抱える団体があ

り、引き続き、団体のあり方を点検するとともに、団体としてのあるべき姿や効率的、効

果的な事業実施の観点に加え、団体の役割、活動の内容が時代のニーズに合っているか、

県として必要な指導・助言を行うとの報告がありました。 

 こうした状況を踏まえ、行財政改革について、次のとおり意見・要望を行うものです。 

 コロナや物価高騰で痛んだ県民生活や県内経済の立て直しや、島根創生の推進に取り組

むとともに、財政健全化との両立にも引き続き取り組み、予算編成に当たっては、財源の

確保やスクラップ・アンド・ビルドを徹底すること。 

 地方交付税の確保は極めて重要であることから、国に対して地方交付税の配分等におけ

る十分な配慮を強く求めていくこと。 

 島根創生の実現に向けた各施策を着実に実行しつつ、近年の多発する災害や感染症等の

突発的な事態にも対応できるよう、引き続き必要な人員の配置と柔軟な組織運営を行うこ

と。 

 以上が、行財政改革に関する調査結果の報告です。 

 最後に、島根創生を実現していく上では、住んでいる地域、世帯に関わらず、県民一人

一人が幸せに暮らせる社会を実現していくことが大切です。そのためにも県民が思いやり

の心を持ち、島根に暮らすことを誇りに持てるよう、県民に寄り添いながら、魅力ある島

根をつくっていってほしいと考えております。 

 執行部におかれては、このことを念頭に、県民一人一人にしっかりと向き合い、県民と

ともに全力を挙げて取り組んでいただくことを切に要望し、本委員会の報告といたします。 

 以上でございます。 

○大屋委員長 

 ありがとうございます。 

 高橋書記によって、委員長報告案を今、読み上げさせたところでございます。 

 こちらに先ほどの第２期島根創生計画案の採決の結果を追記して、委員長報告を行いた

いと思いますが、よろしゅうございますか。なお、詳細については、正副委員長に御一任

いただきたいと思います。よろしゅうございますか。 

〔「異議なし」と言う者あり〕 

○大屋委員長 

 ありがとうございます。 
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 本日御協議いただく事項は以上でございますが、この際何かありましたら、お願いした

いと思います。 

 最後に一言、お礼の御挨拶を申し述べたいと思います。 

 この２年間、地方創生・行財政改革調査特別委員会では、角副委員長をはじめ、１６名

の各委員さん全員の御理解と御協力をいただいて、今定例会の最終日、１３日に、この特

別委員会の委員長報告を発表して、本会議で皆さんの採決をいただきたいと思っておりま

す。この２年間、いろいろな御意見あるいは御質問、あるいは御要望等、執行部にいろい

ろな面で激論をし、また、活発な議論をいただいたところであります。委員長として皆さ

んに心から厚く御礼を申し上げます。そして、この２年間、円滑に皆さんの御指導で委員

会を進めることができたところであります。重ねて厚く御礼を申し上げます。誠にありが

とうございました。（拍手） 

 以上をもちまして、本日の委員会を閉会といたします。どうもありがとうございました。 

 


